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「令和５年度救急業務のあり方に関する検討会報告
書」の概要

消防の動き ’２４年 ５月号 4

消防庁救急企画室

はじめに

令和４年中の救急自動車による救急出動件数は約723 

万件、救急搬送人員は約622万人となり、統計開始以来、

過去最多となりました。また、現場到着所要時間や病

院収容所要時間は対前年比で延伸しており、個々の救

急活動における負担は増大している現状がうかがえま

す。今後も、高齢化の進展等による救急需要の増加や、

国民の救急業務に求めるニーズの多様化等により、救

急隊の担う役割はより一層大きくなると考えられます。

このような中、いかにして救急業務を安定的かつ持

続的に提供し、救命率の向上を図るかが近年の救急業

務に係る主要な課題となっています。こうした課題に

対応するため、「令和５年度救急業務のあり方に関す

る検討会」（座長：有賀 徹 独立行政法人労働者健康

安全機構理事長）を開催しました。今回は、令和６年

３月にまとめられた検討会報告書の概要について紹介

します。

1 検討の背景と目的

高齢化の進展等による救急需要の増加や、国民の救

急業務に求めるニーズの多様化等への対応を踏まえ、

救急業務のあり方について、必要な研究・検討を行い、

救急業務を取り巻く諸課題に対応することを目的とし

て、「令和５年度救急業務のあり方に関する検討会」

では、①「マイナンバーカードを活用した救急業務の

全国展開に係る検討」、②「救急需要の適正化等に関

する検討」、③「救急業務に関するフォローアップ調

査」、④「12誘導心電図の測定プロトコルに係る技術

的提案」の分類に沿って、検討が行われました。

図表 令和５年度救急業務のあり方に関する検討会 主要検討項目

2 各検討事項の概要

(1) マイナンバーカードを活用した救急業務の全国展開

に係る検討

現状の救急活動における傷病者の情報聴取は、主に口

頭にて行われていますが、医療機関選定に必要な既往歴

や受診した医療機関名などの情報を、症状に苦しむ傷病

者本人から聴取せざるを得ないことも多く、傷病者本人

が既往歴や受診した医療機関名等を失念していることや、

家族等の関係者が傷病者の情報を把握していないことも

あり、救急隊が傷病者の医療情報等を正確かつ早期に把

握するにあたり、課題となっています。

一方で、令和３年10月よりマイナンバーカードを健康

保険証として利用することを可能とする「オンライン資

格確認」の本格運用が開始され、令和５年４月より原則

導入が義務化されるなど、全国の医療機関等において、

※オンライン資格確認等システム（以下「オン資」とい

う。）を活用して、レセプト情報に基づく患者の医療情

報等を医師等が閲覧できる仕組みが構築されています。

（※）オンライン資格確認等システム

マイナンバーカードのICチップ又は健康保険証の記号

番号等により、本人から同意を取得した上で資格情報や

診療／薬剤情報や特定健診等の情報を医療機関・薬局で

確認することが可能なシステム
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こうした状況を踏まえ、救急現場においても、救急隊

が傷病者のマイナンバーカードを活用し、オン資から傷

病者の医療情報等を正確かつ早期に把握することで、救

急業務の迅速化や円滑化に資すると考えられることから、

令和４年度においては、消防本部等の協力を得て実証実

験を行い、その結果から得られる効果等について検証し、

将来的な本格運用を見据えて課題等を整理してきたとこ

ろです。

このことから、令和５年度は、マイナンバーカードを

活用した救急業務のシステム構築に係る課題等の解決に

向けた検討を行い、救急隊が救急現場で効果的に活用す

ることができるよう、システムの具体的な要件や運用方

針等について整理をしました。

① システム構築に向けた要件の整理

厚生労働省や社会保険診療報酬支払基金等の関係機関

とシステムの要件等について協議を重ね、その結果、一

定の要件について方向性が定まったため、「救急隊員が

傷病者の医療情報等を閲覧する仕組みの骨子」を作成し、

基本的事項について整理しました。

ア. システム基盤

救急業務で医療情報等の閲覧を行う基盤として、既

存システムの活用という観点も踏まえ検討を行ったとこ

ろ、オン資の活用と比較して、地域医療情報連携ネット

ワークや新規基盤を構築する場合は、有用性や利便性が

低くなると想定されることから、システム基盤はオン資

を活用することとしました。

イ. 閲覧権限

救急活動においては救急隊長が中心となり、救急隊員

３名が連携して活動しており、傷病者の情報収集につい

ては、必ずしも救急救命士が行う訳ではなく、救急隊員

が相互に連携し、傷病者の医療情報等を共有しながら、

傷病者の観察、処置、医療機関選定等に対応しています。

このことからも、救急活動においては、救急隊員全員が

医療情報等を閲覧できることが望ましく、「救急救命士

を含む救急隊員」に閲覧権限を付与する方針としました。

ウ. 同意取得

救急活動においては、原則として同意が得られた場合

に閲覧することとするが、口頭同意を可能とし、意識の

ない傷病者など、同意取得が困難な場合においても、本

人同意なしで閲覧するものとする方針で整理をしました。

エ. 閲覧プロセスと画面設計

救急活動では緊急に搬送する必要がある傷病者を医療

機関に迅速に搬送する必要があり、また情報閲覧にあっ

ては簡易かつ迅速に閲覧できるよう工夫する必要がある

ことから、オン資（Web画面）における救急隊用の画

面については、レイアウトを調整し、ボタンを大きくす

るなど、救急隊がタブレット端末で操作がしやすいよう

に画面設計を調整する方向で検討を進めています。

オ. 閲覧する医療情報等

厚生労働省において、令和６年10月から、オン資で

運用が開始予定とされている救急時医療情報閲覧では、

現行のオン資で通常表示可能な診療・薬剤情報等に加え、

患者の基本情報・医療情報等が集約された救急用サマ

リーの閲覧が可能となります。

この救急用サマリーは、救急時に医師が求める医療情

報等が集約されたものであるため、救急隊が同様の情報

を閲覧することで、情報量や内容が過不足なく均一で、

統一された医療情報等を医師に伝達することが可能とな

ることから、救急用サマリーを閲覧できるようにする方

針としました。

② 事業効果等の検証

救急業務における医療情報等のデジタル化による救急

隊員への事業効果として、正確な情報の取得、救急活動

の円滑化・省力化、医療機関選定等の判断等の事業効果

が改めて確認できました。一方で、集約された正確な医

療情報等を把握できることで、情報聴取時間の短縮につ

ながるとの意見があるものの、操作手順の多さや機器の

操作性が悪いこと等により、結果として現場滞在時間の

短縮にはつながりませんでした。しかし、今年度検討し

てきたシステム要件等の整理により、システム実装時に

は操作性に係る課題は解決されることから、救急活動時

間の短縮効果も期待できると考えます。なお、現在検討

している内容以外にも、現場の救急隊が求める要望は
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様々であることから、令和６年度に全国的に実施する実

証事業の結果も踏まえつつ、今後も救急隊が活用しやす

いシステムの構築に向けて、消防本部の意見も伺いなが

ら検討を進めていく必要があります。

③ 今後の方向性

実証事業

令和６年度は、救急隊が傷病者のマイナンバーカード

を活用し、オン資を介して医療情報等を閲覧できるシス

テムの構築に向け、全国の幅広い消防本部の参画を得て、

令和４年度の実証実験で明らかになった効果や課題を反

映した実証を行います。

令和６年度に行う実証事業においては、各消防本部が

本システムを最大限効果的に活用できるよう運用要領を

示すため、ユースケースを抽出し、活動フロー図を作成

するなど、運用の細部について検討を進めていきます。

④ まとめ

令和５年度は、救急業務のあり方に関する検討会やマ

イナンバーカードを活用した救急業務の迅速化・円滑化

に向けた調査研究を通じて、「救急隊員が傷病者の医療

情報等を閲覧する仕組みの骨子」を作成し、目指すべき

方向性を示しました。

また、システム構築に係る要件等を中心に議論を進め

てきたところですが、運用に向けては、システムの機

能・非機能要件の確定、セキュリティ対策の確立、シス

テム導入手順書の作成など、具体的なシステム要件及び

運用の細部について検討する必要があることから、令和

６年度も救急業務のあり方に関する検討委員会において

議論を継続する予定です。

(2) 救急需要の適正化等に関する検討

救急需要の増大に対応するため、消防庁では平成17年

度から救急需要対策の議論を開始し、緊急性の高い傷病

者を確実に選定し、直ちに適切な医療機関へ搬送するた

めの方策として、「緊急度判定体系」の構築及び普及に

取組んできました。これまで、緊急度判定プロトコルを

策定及び改訂し、緊急度判定の導入及び運用手引書等を

周知するとともに、救急安心センター事業（♯7119）の

全国展開、転院搬送における救急車の適正利用の推進等

により、救急車の適時・適切な利用（適正利用）も推進

してきました。

こうした中、新型コロナウイルスの感染拡大時に、消

防機関・医療機関等において救急搬送体制と受入体制が

ひっ迫した経験を踏まえ、「令和５年度救急業務のあり

方に関する検討会」において、救急ひっ迫時に行う

「119番通報時」及び「救急現場」における緊急度判定

や、平時を見据えた救急需要対策について検討を行いま

した。

① コロナ禍における救急搬送の実情及び課題

各消防本部は119番通報を受電したら直ちに救急出動

し、医療機関へ搬送することを原則とする一方で、救急

需要が極端に増加し、処理能力を大幅に上回った場合に

は、「119番通報時」に出動保留、出動順位付け等を実

施し対応した消防本部もありました。また、「救急現

場」では、低緊急・非緊急に対して代替移動手段の案内

や自力受診の促しを実施している消防本部もありました。

「119番通報時」、「救急現場」それぞれの実情から、

様々な課題があることが指摘されました。

② 救急隊運用の事例紹介

コロナ禍においては、119番通報が多数入電して救急

隊の出動率が高まり、高緊急の119番通報に対して、出

動指令及び現場到着に時間を要する事案が発生しました。

こうした厳しい状況の中でも、各消防本部においては苦

慮しながらも救急ひっ迫に対応し、一部では高緊急の

119番通報に迅速に出動するための取組も実施されまし

た。

全国においても直ちに取り組める対策として、また、

平時の救急需要増加時にも応用できる事例として紹介し

ます。

ア. 重症事案対応隊の確保

重症事案対応隊の確保とは、重症事案対応の専用救急

隊を確保し、「119番通報時」の緊急度判定に基づき、

高緊急（CPA等）に出動させる取組です。

当該取組は、救急ひっ迫時に新たに発生した高緊急の

119 番通報に対して、一定時間内に現場到着する体制確

保が主な目的であり、高緊急への優先的な対応により、

救急出動全体として、自ずと準緊急から非緊急が優先順

位付けされることが二次的な効果として期待されるもの

です。さらに、緊急度判定を高緊急のみ行うことによる

省力化、組織的運用による責任分散、通信指令員の心理

的負担の軽減等の効果も期待でき、重症事案対応隊の待

機時間を出動時間の平準化等に充てて労務管理上の配慮

として運用することも考えられます。

一方、重症事案対応隊の運用方法、部隊配置の方法

については課題があると考えられるため、さらに知見

を蓄積する必要があります。
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イ. 救急隊の労務管理

救急隊員の適正な労務管理については、これまでも

通知等により周知しており、各消防本部で様々な取組

が実施されております。コロナ禍において出動件数が

大幅に増加する中で、救急搬送体制を確保するため、

適正な労務管理は特に重要となりました。

労務管理上の基準は、「出動時間」、「出動件数」、

「運転距離」に設定している本部が多く、基準を超え

た場合に「休憩時間確保」、「機関員の交代」の対応

を定めている本部が多くありました。

労務管理の方法（例）

① 基準

 ア 出動時間

・連続３時間以上の救急活動

・22時～翌５時の間に連続２時間以上の救急活動

・法定の休憩時刻を超えた場合

イ 出動件数

・連続４件以上の救急出動

・22時から翌５時59分の間での３件以上の救急出動

ウ 運転距離

   ・機関員の運転距離が累積100kmに達した場合

② 対応

ア 休憩時間確保

・病院引揚げから帰署までの間及び帰署後１時間

・出動状況に応じて30分～60分間

イ機関員の交代

③ 今後さらに議論が必要な課題

増加する救急需要への対応策について、多岐にわたる

論点について議論を行い、今後さらに議論が必要な課題

として整理しました。

ア. 救急安心センター事業（♯7119）

各地域の救急ひっ迫回避のため、消防庁は救急安心セ

ンター事業（♯7119）の全国展開をこれまで推進し、

都道府県・市町村一丸となった取組を推進してきており、

実施地域はコロナ禍を経てさらに拡大しておりますが、

引き続き利用促進を図る必要があります。

また、♯7119の相談者割合は若年層が高く、119番通

報の前段階で♯7119の利用を考慮いただくため、年齢

層ごとの普及促進、認知度向上のあり方について検討す

る等、より一層有効活用するための方策も積極的に検討

する必要があります。

イ. 救急隊による搬送以外の対応

平時から緊急度に応じた社会資源を活用する体制が整

備されることが望まれます。

例えば、民間の患者等搬送事業者は、搬送先を決めて

から呼ばないと引き受けてもらえない等の意見があり、

転院搬送ガイドラインの見直しによる転院搬送での活用

促進等の取組が実施されています。

また、医療機関が保有する搬送用車両（病院救急車）

は、厚生労働省において地域における効率的な活用が検

討されており、ガイドライン等を策定して特に緊急性の

低い転院搬送等で活用することが考えられます。

ウ.「救急業務」と「緊急性」の関係性

「救急業務」の要件である「緊急性」について、さら

に議論を深めて、まずは、消防法体系や緊急度判定プロ

トコルにおいてどのように考え方を明確化して示すか、

さらに緊急度判定後の受療手段の選択、適切な行政サー

ビスへの振り分け等を地域ごとにどのように定めるか、

引き続き検討をしていきます。

エ. 広義の緊急度判定の考え方

高齢化の進展等も踏まえ、消防庁研究班（森村班（平

成29年度～令和元年度））により、生理学的基準に基

づく現行の緊急度判定体系に加えて、傷病者の基礎疾

患・社会背景等を踏まえた複合的要素を付加した「広義

の緊急度判定（急ぎ指数）」が提案されました。消防機

関によるトリアージから適切な医療・ケアに繋ぐため、

「広義の緊急度判定（急ぎ指数）」をどのように具体化

できるか継続的な研究が必要です。

なお、消防庁救急統計における「傷病程度」は初診時

の入院加療の必要程度に基づく分類であり、かつ「緊急

度」とは必ずしも合致しておらず、統計調査のあり方に

ついても課題提起がなされました。

④ まとめ

緊急度判定体系は、救急需要の発生から医療機関の受

入れまでを繋いでおり、緊急度に応じた傷病者の適切な

搬送先・サービス等が整備され、適切な連携体制と振り

分け機能が構築されることが重要です。引き続き、適切

な作業・連携体制に基づき、救急ひっ迫時のみならず平

時を見据えて、救急需要対策の視点から全体像をもって

体系的に議論を行い、社会環境の変化も踏まえた救急体

制が構築されることが強く望まれます。

(3) 救急業務に関するフォローアップ

① 救急隊員の職務環境に関する調査・検討

救急を取り巻く環境は、今後も高齢化の進展や気候

変動、感染症の流行等により、救急需要の増大及び多

様化が懸念されるため、救急業務の質の維持等の観点

から、救急隊員の職務環境に関する調査・検討を実施。

各都道府県から１消防本部ずつ（計47消防本部）の実

務担当者を集めた連絡会を設置し、アンケート調査及

び対面会議による意見交換等を行いました。

主な調査・検討項目は、以下のとおりです。

① 救急隊員の効果的な労務管理の方策

② 救急車の交通事故の防止対策

③ 女性救急隊員の職務環境の整備促進

④ 救急業務におけるDXの推進
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上記の調査・検討項目から、消防本部における先進

的な取組事例等をとりまとめました。このことを全国

の消防本部へ共有することで、現場で懸命に活動して

いる救急隊員の負担軽減、救急業務の効率化を促し、

救急隊員の職務環境等の整備を推進していきたいと思

います。

② 救急業務全般に係るフォローアップ

救急業務に関する取組状況については、「地域に

よって差が生じており、各地域へフォローアップを行

い、救急業務のレベルアップを行う必要がある」と

「平成28年度救急業務のあり方に関する検討会」で提

言が出されたことから、各消防本部における課題や先

進事例を共有することにより、消防本部及び医療機関

に向けたアンケート調査による実態把握のほか、全国

の都道府県及び消防本部を対象とし、３年間で47都道

府県を一周（平成29年度～令和元年度）しました。

その上で令和元年度の同検討会における提言を踏ま

え、令和２年度～令和５年度の４年間で47都道府県を

一周いたしました。今年度は、14府県41消防本部に個

別訪問調査を実施し、各地域における、救急需要増加

対策や労務負担軽減に向けた取組など、様々な課題に

対する取組状況等について把握するとともに、各地域

の課題への対応策について消防庁が助言等を行いサ

ポートすることにより、全国的な救急業務のより一層

のレベルアップを図ることができました。

引き続き、各地域の問題意識を踏まえた上で、課題

や問題を共有していく必要があると考えており、令和

６年度以降も、継続して４年間で全ての都道府県を訪

問し、本事業の目的を達成すべく、フォローアップを

実施していきます。

(4) 12誘導心電図の測定プロトコルに係る技術的提案

12誘導心電図の測定、測定結果の伝達・伝送、及び

メディカルコントロール体制等については、令和元年

度、日本循環器学会からの提案を踏まえ、消防庁とし

て検討を行い、全国消防本部へ通知が発出されました。

令和４年度、日本循環器学会及び日本臨床救急医学会

から、救急業務において既に12誘導心電図の測定がで

きる場合の、その測定の対象や手順、留意事項等につい

て、従来よりも救急現場の実情に配慮し、具体的に整理

したものとして、「12誘導心電図の測定プロトコル」

の提案があり、令和５年度救急業務のあり方に関する検

討会においても、技術的内容の確認を行いましたので、

地域の実情に応じてプロトコル改定等を検討していただ

くようお願いします。

なお、救急業務への導入は、救急隊が12誘導心電図

の測定に要する時間と救急現場から搬送先医療機関まで

の距離・搬送所要時間、地域における心臓病治療・受入

れ体制の整備状況、12誘導心電図計及び伝送装置の導

入に係るコスト等とのバランスを勘案して検討する必要

があります。

おわりに

令和５年度の検討会においては、救急出動件数が過去

最多を更新し、新型コロナウイルス感染症が世界的に蔓

延し、人々の生活もあらゆる面で変化していく中で、

「マイナンバーカードを活用した救急業務の全国展開に

係る検討」、「救急需要の適正化等に関する検討」等が

行われました。

本報告書が各地域で有効活用され、救急救命体制の充

実・強化の一助となり、我が国の救命率の向上につなが

ることを期待しています。

本報告書は、総務省消防庁ホームページに掲載されて

います。

＜令和５年度救急業務のあり方に関する検討会報告書＞

https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items/post-

134/03/houkoku.pdf

問合せ先

消防庁救急企画室
TEL：03-5253-7529

https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items/post-134/03/houkoku.pdf
https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items/post-134/03/houkoku.pdf
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